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全国市町村土壌浄化法連絡協議会  

第 13回全国大会の開催について（ご案内） 

 

温暖の候、貴職には益々御清祥のこととお慶び申し上げます。 

 日頃は、下水道行政の推進のため本連絡協議会に対し格別なるご指導を賜わり厚

くお礼申し上げます。 

 あのいまいましい 3.11東日本大震災の発生から一年が経過したいまでも、人類が

想定しなかった原発事故による複合災害の現実は散々たるものがあります。 

 今こそ、被災地はもとより、被災地以外の地域にも将来起こりうる地震、津波、

原発災害の問題についてその対策を講じる必要性が急務とされております。 

 国難の時でもあり、万全なる復興支援は当然でありますが、下水道事業を中心と

する復興のあり方に、過去の反省に立った次元で論じる事が重要と考えられます。 

 時あたかも、地方分権の議論の盛り上がりによって、国・県及び市町村間で 

ラップする行政のムダを解消しながら、より効率的で住民主体の行政を目ざすべく、 

地方分権一括法の改正がこの４月から施行されたことに鑑み、複雑難解であった 

下水道法も大きく様変わりし、遅々として進まなかった地域主権のための改革が大

きく前進する事になったのであります。 

 つきましては、小規模分散型汚水処理施設の分野で独特な技術展開をしている 

「土壌浄化法」に、その実績等災害に最も適し注目されておる事から、各界を代表

する先生方を招請し、下記により全国大会を開催いたしますので、時節柄大変御多

忙中とは存じますが、万障お繰り合わせの上、多数のご参加を賜わりますようご案

内申し上げます。 

記 

1． 期  日  平成 24年 5月 29日（火） 

2． 場  所  全国町村会館 

3． 参加費用  無料 

4． 開催内容  別紙（実施要領参照） 





第 13 回　全 国 大 会 プ ロ グ ラ ム第 13 回　全 国 大 会 プ ロ グ ラ ム

統一テーマ　「第１次一括法施行による下水道事業の推進」
　　

13 ： 00　　開会の辞
全国市町村土壌浄化法連絡協議会　副会長

熊本県南小国町町長　　河津　修司

　　　　　　 会長挨拶

　　　　　　 　　｢下水道法改正により、 下水道事業が認可から同意なし協議又は届け出へ｣ 
全国市町村土壌浄化法連絡協議会　会長

福島県会津坂下町町長　　竹内　昰俊

　　　　　　 基調講演

　　　　　　 　　「下水道の放射能汚染の考え方　―下水道の役割―」
大阪大学大学院工学研究科
教授　工学博士　　西嶋　茂宏

　　　　　　 　　｢下水道事業は、 社会資本整備事業として重要｣
国土交通省水管理 ・ 国土保全局下水道部
下水道事業課町村下水道対策官　　松原　誠

　
14 ： 30　　　　　　　～ ・ ～ ・ ～ ・ ～ ・ ～ ・ ～　　休　　憩　　～ ・ ～ ・ ～ ・ ～ ・ ～ ・ ～

　　　
14 ： 45　　第１次一括法の施行で地域主権を生かすためのパネルディスカッション

　　　　　　 　　　コーディネーター　　　　　　　　　　　　　　　　 全国市町村土壌浄化法連絡協議会
事務局長　　稲垣　 茂

・ （特別出演） 地震、 津波、 原発事故及び風評被害の中で明日へ向かって
福島県楢葉町町長　　草野　 孝

・ ばんげ方式で下水道を推進
福島県会津坂下町町長　　竹内　昰俊

・ 日本下水道事業団で下水道を推進
熊本県南小国町町長　　河津　修司

・ 沖永良部知名町で下水道事業が完了
鹿児島沖永良部島知名町町長　　平安　正盛

・ 県代行による下水道事業で、 80ｍ3/ 日の下水道を実施
福島県金山町長　　長谷川　律夫

・ ２年間で完成する小規模下水道を推進
土壌浄化システム開発者
技術士 （上下水道部門）　　木村　弘子

16 ： 45　　大会宣言

16 ： 50　　閉会の辞

17 ： 00　　終了
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締切日は、５月２２日（火）です。 

 
☆資料の準備のため、申込書は５月２２日（火）までにお願いします。 

｢全国市町村土壌浄化法連絡協議会｣ 

第１３回 全国大会 参加申込書 

参加費用：無料 


